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衆議院経済産業委員会ニュース 

平成 28.4.22 第 190 回国会第８号 

 

4 月 22 日（金）、第８回の委員会が開かれました。

 

１ 経済産業の基本施策に関する件 

・林経済産業大臣、伊東農林水産副大臣、鈴木経済産業副大臣、田中原子力規制委員会委員長及び政府参考人に対し

質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

佐 藤 ゆかり君（自民） 

・少子高齢化の進展に伴い、中小企業においても革新的

に技術を向上させるための設備投資及び従来型の生産

性を維持するための設備投資が両輪として必要と考え

るが、中小企業の設備投資を促進するための施策につ

いて林経済産業大臣の見解を伺いたい。 

・ＩｏＴ（Internet of Things）が普及していることを

踏まえ、これを活用する中小企業への支援施策が必要

であると考えるが、林経済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

福 田 達 夫君（自民） 

・2011 年の東日本大震災等のこれまでの震災の経験を

踏まえて、平成 28 年熊本地震による被災中小企業に

対してどのような施策を講じることが必要と考えるの

か、政府の見解を伺いたい。 

・2016 年４月 12 日に自由民主党中小企業・小規模事業

者政策調査会が政府に申し入れた「新たな下請け中小

企業･小規模事業者対策について」に対する林経済産

業大臣の見解を伺いたい。 

 

大 畠 章 宏君（民進） 

・国内の優良事例や海外での商工会・商工会議所の権限

拡大等の事例を参考にしながら中心市街地活性化策を

講ずるべきではないか。 

・経済産業省における展示会産業の位置付けや経済効果

の見込みとともに、東京オリンピックの開催に伴い長

期間にわたり首都圏の大規模展示会場が使用できなく

なることに対する対応方針について確認したい。 

 

 

 

 

 

本 村 賢太郎君（民進） 

・平成 28 年熊本地震の発生を踏まえて、防災の観点か

ら学校等の避難所は耐震性に課題のある都市ガスから

ＬＰガスに切り替えることが必要であるとの考えに対

する経済産業省の見解を伺いたい。 

・電力自由化においては、電気の発電方法が分かる電源

構成の開示の義務付けを検討すべきであるとの考えに

対する林経済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

高 井 崇 志君（民進） 

・平成 28 年熊本地震による交通機関等への被害状況を

勘案すると、九州電力川内原子力発電所に係る避難計

画はその実効性に懸念があるため、川内原子力発電所

を一時停止し避難計画を再検討すべきと考えるが、林

経済産業大臣の見解を伺いたい。 

・エネルギーミックス等を踏まえると、政府のエネルギ

ー政策は原子力発電を優先しているように見受けられ

るが、再生可能エネルギーや省エネルギーの導入促進

に向けた林経済作業大臣の決意を伺いたい。 

 

真 島 省 三君（共産） 

・平成 28 年熊本地震における被災中小企業・小規模事

業者が倒産、廃業することのないようリース代の支払

い期限を猶予する等の対策が必要と考えるが、政府の

認識を伺いたい。 

・下請取引の適正化のために、公正取引委員会の下請取

引検査官及び中小企業庁の下請代金検査官の増員や課

徴金の引上げ等の対応が必要であると考えるが、林経

済産業大臣の見解を伺いたい。 

 

 

 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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木 下 智 彦君（おおさか） 

・三菱自動車の燃費不正問題に対して、政府はどのよう

に対応していくのか。 

・産業革新機構ではなく台湾の鴻海精密工業がシャープ

の支援を行うことに関して、政府は民間企業がその事

業決定に際して、我が国の国益を勘案することを期待

しているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 28

号） 

・林経済産業大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 


